
平成 22 年度税制改正（租税特別措置）要望事項（新設・拡充・延長） 

（文部科学省） 

制 度 名 研究開発促進税制の延長 

税 目 
所得税（租税特別措置法第１０条第６項） 
法人税（租税特別措置法第４２条の４第９項、第６８条の９第９項）

 
試験研究費の増加額に係る税額控除又は売上高に占める割合が１

０％を超える試験研究費に係る税額控除を選択適用が可能となる措置
について、適用期限の延長を行う。 
 
 

要

望
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減収見込額 

 
（平年度） 

  
－  百万円 

 

(※▲23,325 百万円)
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⑴ 政策目的 

研究開発活動は、新たな「知」の創造やイノベーションによる新産
業、新市場の創出等を通じて、我が国経済社会の持続的発展や国際競
争力の強化をもたらす源泉である。中でも、企業の研究開発活動は我
が国全体の研究開発活動の７割以上を占めており、その更なる活性化
を促すことはイノベーション創出の基盤を強化することにつながるた
め、本税制措置により民間研究開発投資を促進させることを目的とす
る。 

 

⑵ 施策の必要性 

科学技術政策の基本方針である第３期科学技術基本計画において
は、イノベーションの促進による成長力強化及び生産性向上の観点か
ら民間研究開発促進のための税制措置の活用が謳われているところで
あるが、我が国の研究開発投資の７割以上を占める民間研究開発投資
の活性化を促し、イノベーションの促進及び持続的な経済成長を実現
するためには、必要不可欠な措置である。 

諸外国においても、研究開発に係る税制の拡充が行われ、政策的
に、民間企業の研究開発投資促進に向けた取り組みが行われている。
経済のグローバル化が進展する中、我が国企業の国際競争力の維持・
強化を図る観点からも、本税制を引き続き維持していく必要がある。

 

⑶ 要望の措置の妥当性 

（周辺状況） 
我が国においては、 

①企業等が実施する研究開発は、国全体の研究開発に占める割合が高
い。（71.9%。 韓国に次いで２番目）、   

②企業等が実施する研究開発投資の殆どを企業等自身が負担してい
る。（98.5%）、 

③政府による企業等への直接支援は少ない（1.1%、主要国中低） 
出典：経済産業省「我が国の産業技術に関する研究開発活動の動向 

－第９版－（2008 年度）」 
したがって、我が国のイノベーションを活性化するためには、企業

の創意工夫ある自主的な研究開発を促進することが重要である。 

さらに、研究開発に対する優遇税制措置は世界各国で導入されてお
り、かつ、近年、拡充されている。 

 

（効果） 

研究開発税制利用実態調査結果（平成 21 年度経産省実施）（以下
「利用実態調査」という。）を基に、平成 21 年度一年間の減税によ
る研究開発投資押上げ効果を次のとおり試算。 

・平成２１年度減収額：２，５４０億円（財務省試算） 

 ・研究開発税制による研究開発投資押上げ効果：1.66 倍 

・研究開発投資押上げ額：４，２１６億円（2,540 億円×1.66） 

 

（歳出側からの支援制度との比較） 

税制による民間研究開発投資へのインセンティブの付与は、補助金
等の他の制度と比較すると、国によるテーマ設定等により研究開発内
容が限定されない、企業秘密となりうる研究開発内容の報告義務が生
じないという特徴を有する。 



政策評価体  

系における   

位 置 付 け 

 
政策目標７ 科学技術・学術政策の総合的な推進 
 
政策目標９ 基礎研究の充実及び研究の推進のための環境整備 
施策目標９－２ 研究成果の創出と産学官連携などによる社会還元の
ための仕組みの強化 
 

政 策 の 

達成目標 

 
民間の自主性と活力を活用して、我が国の科学技術の総合的な振興を
図る。 
（民間研究開発投資の対ＧＤＰ比率を、主要先進国の中で最高水準（２．
５％以上）に維持する。） 
 

租税特別措 

置の適用又 

は延長期間 

 
 
適用期間を平成２４年３月３１日まで延長。 
 
 

同上の期間中

の達成目標 

 
平成２１年度及び平成２２年度において試験研究を行った場合の法人税

額の特別控除の措置によって、企業の研究開発への投資意欲が下支えさ
れ、当面の研究開発投資が維持されること。 

民間研究開発投資の対ＧＤＰ比率を、主要先進国の中で最高水準（２．
５％以上）に維持する。 
 

当該要望項目

以外の税制上

の支援措置 

 
中小企業技術基盤強化税制 
特別試験研究に係る税額控除制度 
 

予算上の措置
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政 策 の  

達成状況 

我が国は、主要先進諸国の中で最高水準の対 GDP 民間研究開発投資
比率を維持している。 
 
主要国の対ＧＤＰ民間研究開発投資比率 

（単位：％） 

  2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 

日本 2.40 2.38 2.54 2.63 2.68 

中国 0.71 0.82 0.91 1.01 1.07 

韓国 2.00 2.18 2.29 2.49 2.65 

アメリカ 1.84 1.79 1.83 1.89 1.93 

イギリス 1.11 1.06 1.06 1.08 1.15 

カナダ 1.16 1.19 1.15 1.11 1.05 

ロシア 0.87 0.88 0.79 0.73 0.72 

フランス 1.36 1.36 1.30 1.32 1.31 

ドイツ 1.76 1.74 1.72 1.77 1.77 

イタリア 0.52 0.52 0.55 0.55 0.55 
 

出典：OECD「Main Science and Technology Indicators 2009/01」 



租税特別措置

の適用実績 

・減収額実績 （うち、税法上の中小企業分） 
平成１５年度 １，０４６億円（ ２１億円） 
平成１６年度 ４，２４２億円（１４７億円） 
平成１７年度 ５，６６３億円（３０７億円） 
平成１８年度 ５，８２０億円（３０５億円） 
平成１９年度 ６，２６９億円（１６７億円） 

（出典：国税庁 会社標本調査結果「税務統計から見た法人企業の実
態」） 
（参考） 
平成２０年度 ６，５１０億円 
平成２１年度 ２，５４０億円 
（財務省による減収額試算） 
 

・利用実績 （うち、税法上の中小企業分） 
平成１９年度  ８，４７９事業年度（５，７４７事業年度） 
（出典：同上） 

（注）上記統計及び同統計における決算期間別の法人数から見て、研
究開発税制の利用企業数では、中小企業が６割強を占めると推
測される。なお、平成１８年度以前の会社標本調査において
は、事業年度に係るデータが表記されていない。 

 
・平成２０年度の利用実績（利用実態調査より） 
○増加型：企業数；６５社、控除金額；１２，７３４百万円 
○高水準型：企業数；１０社、控除金額；３，１２６百万円 

（○総額型：企業数；２３０社、控除金額；１６１，６４６百万円）
 
※利用実態調査の概要 

 ・調査時期：平成２１年６月～８月 
・送付（社数）：２，０００社 

 ・回収数：５４６社（回収率２７．３％。同５４６社の研究開発費
総額が我が国民間研究開発費総額に占めるカバー率（平成１９
年度）：６６．９％） 

租税特別措置

による政策 

の達成目標の 

実現状況等 

（参考）企業の研究開発費の推移（うち、税法上の中小企業分）【実
質ＧＤＰに対する民間研究開発費％】 

平成１４年度 １１４，９６９億円（２，８６２億円）【2.36％】 
平成１５年度 １１７，０４７億円（６，４４４億円）【2.40％】 
平成１６年度 １１８，４７９億円（４，８２３億円）【2.38％】 
平成１７年度 １２７，２７２億円（５，３４７億円）【2.54％】 
平成１８年度 １３３，１０７億円（５，００４億円）【2.63％】 
平成１９年度 １３８，０３０億円（４，０２６億円）【2.68％】 
（出典：総務省「科学技術研究調査報告書」、ＯＥＣＤ「Main Science 
and Technology Indicators 2009/01」） 

前回要望時 

の達成目標 

 
民間の自主性と活力を活用して、我が国の科学技術の振興を図る。 
 

前回要望時 

からの達成度

及び目標に 

達していない 

場合の理由 

 
 
 
おおむね達成している。 
 
 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

昭和４２年度 創設 増加した試験研究費の２５％税額控除 
昭和４３年度 拡充 １２％を越える増加分…５０％税額控除 
 １２％以下増加分………２５％税額控除 
昭和４９年度 縮減 １５％を越える増加分…５０％税額控除 
 １５％以下増加分………２５％税額控 
昭和５１年度 縮減 増加した試験研究費の２０％税額控除 
昭和６０年度 拡充 基盤技術研究開発促進税制の創設 



 中小企業技術基盤強化税制の創設 
昭和６３年度 拡充 特定株式の取得価額の２０％を増加試験研究費

として特別加算 
平成 ５年度 拡充 特別試験研究費税額控除制度の創設 
 （共同試験研究促進税制の創設） 
平成 ６年度 拡充 特別試験研究費税額控除制度の拡充 
 （国際共同試験研究促進税制の創設） 
平成 ７年度 拡充 特別試験研究費税額控除制度の拡充 
 （大学との共同試験研究を追加） 
平成 ９年度 拡充 特別試験研究費税額控除制度の拡充 
 （大学との共同試験研究を行う民間企業が自社

内で支出する試験研究費を税額控除の対象に
追加） 

平成１１年度 拡充 比較試験研究費の額を過去５年間の各期の試験
研究費の額の多い方から３期分の平均額とし、
当期の試験研究費の額を超える場合（当期の試
験研究費の額が、基準試験研究費の額〔前期及
び前々期の試験研究費の額〕を越える場合に限
る）には、その比較試験研究費の額を超える部
分の金額の１５％相当額を税額控除する）制度
へ改組。 

 特別税額控除限度額を当期の法人（所得）税額
の１２％相当額（特別試験研究の額がある場合
には、その支出額の１５％相当額を加算するこ
ととし、当期の法人（所得）税額の１４％相当
額を限度）に変更。 

       縮減 基盤技術研究開発促進税制及び事業革新円滑化
法の特定事業者に係る特例の廃止 

平成１３年度 拡充 特別試験研究費の範囲に研究交流促進法の試験
研究機関等に該当する特定独立行政法人との共
同試験研究を加える。 

       縮減 伝統的工芸品産業の振興に関する法律の製造協
同組合等が賦課する負担金の廃止。 

平成１５年度 創設 試験研究費総額の一定割合の税額控除制度の創
設 

平成１８年度 創設 試験研究費の増加額に係る税額控除制度の創設 
       縮減 税額控除率の２％上乗せ措置の廃止 
平成２０年度 創設 試験研究費の増加額×５％を税額控除（増加型）

する制度の創設 
売上高の１０％を超える額×一定比率を税額控除
（高水準型）する制度の創設 

平成２１年度 拡充 産業技術力強化法の一部改正に伴い、改正後の同
法に規定する試験研究独立行政法人と共同して行う
試験研究に係る費用及び同法人に委託する試験研
究に係る費用を加える。 

拡充 （経済対策）試験研究費の総額に係る税額控除制度
等について 
①平成２１、２２年度において税額控除ができる限度
額を、当期の法人税額の２０％から３０％に引き上げ
るとともに、 

②平成２１、２２年度に生じる税額控除限度超過額について、平成２３、２４
年度において税額控除の対象とすることを可能とする。 

 


